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１．事業概要

（１）

① 給　水

人

人

千㎥／ha

② 施　設　

％

③ 料　金

④ 組　織

（２）

計 画 給 水 人 口 15,000

現 在 給 水 人 口 2,626法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

法的（全部）

別添１－２

すさみ町　　　　　　　　　　事業経営戦略

事業の現況

　１．料金体系：口径別料金体系
　２．基本料金（1ヶ月につき）：1,000円（13mm以上25mmまで　8㎥まで）
　基　　本料金（1ヶ月につき）：1,000円（30mm以上25mmまで　8㎥まで）
　３．水量料金
　　①メーター口径：13mm以上25mmまで
　　　　130円　（8㎥を超え50㎥まで）、140円（50㎥を超え100㎥まで）、150円（100㎥を超えるもの）、200円（臨時用（１㎥につき））
　　②メーター口径：30mm以上
　　　　150円（8㎥を超えるもの）
　４．メーター料金
　　90円（16mm以下）、150円（20mm以下）、180円（25mm以下）、300円（40mm以下）、870円（50mm以下）
　　1,420円（75mm以下）、2,220円（100mm以下）

*1　「広域化」とは、①事業統合、②経営の一体化、③管理の一体化、④施設の共同化をいい、それぞれの内容は以下のとおりである。なお、将来の広域化に向けた他団体との勉強会
の設置や人事交流等について説明すべきものがあればその内容も記載すること。
①経営主体も事業も一つに統合された形態、②経営主体は一つだか、認可上、事業は別の形態、③維持管理業務や総務系の事務処理などを共同実施あるいは共同委託等により実施
する形態、④浄水場、配水池、水質試験センターなどの施設を共同保有する形態

24.08

千ｍ

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

施 設 利 用 率 48.1

施 設 数

策 定 日 ：

年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

浄水場設置数

配水池設置数

1

0.41

供 用 開 始 年 月 日 昭 和 49 年 4 月 25 日

団 体 名 ：

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

すさみ町役場水道課

すさみ町上水道事業

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

施 設 能 力 3800 ㎥／日

　本町の水道組織は、次のとおりです。
　　水道課長 ：１名
　　業務係職員：１名
　　工務係職員：１名　計３名

これまでの主な経営健全化の取組

　・施設点検や水質検査、水道メーターの検針の外部委託による業務の効率化

平 成 20 年 4 月 1 日

計 画 期 間 ：

1

～

管 路 延 長

水 源 表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他

水 道

簡易水道

水道課
課長

1名

業務係

1名

工務係

1名



（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

※　直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

１．経営の健全性・効率性について
　経常収支比率が常に100％を上回り平均値と比較しても、やや上回り推移している。また、累積欠損金比率は0％であり、全体的に健全な経営状態であるといえる。短期的な債務の支
払い能力を示す流動比率が平成26年度に激減しているのは、地方公営企業会計制度の改正に伴うものである。企業債残高対給水収益比率は減少しており、基幹施設の更新を先送り
した結果、企業債残高が少額となっている。給水原価が全国平均と比較して低い水準ではあるが、料金回収比率は過去5年間いずれも100％を上回り、給水に係る費用を水道料金で回
収できている状況となっている。施設利用率は、全国平均より低くなっており有収率が平均値と同等に推移しているが、給水人口の減少により施設規模が若干過大となっている。
２．老朽化の状況について
　有形固定資産減価償却率と管路経年化率は、平均値と比較して高く、かつ上昇傾向となっている。近年の管路更新率は、非常に低くなっており老朽管の延長が増えている。
３．全体総括
　財政的な面も考慮しながら、優先順位により老朽管の更新事業を行い、有収率の向上を図る。施設の改築・更新や耐震補強、管路の布設替えなどの長期間の更新需要を把握し、施
設の健全度や重要度などを考慮しながら投資額の平準化を行う。また、長期的な水需要予測などに基づく需給ギャップを検証した上で、経済的に優れた管を採用し合理化を図り耐震
化を進めていくが、費用対効果も考慮し実施していく必要がある。



２．将来の事業環境

（１）

（２）

（３）

　・有収水量の予測　　　　：過去10年間の実績をもとに時系列式で算出したものを合算した。
　・一日平均給水量の予測：平成４０年度に有収率９０．０％を目標とし算出した。
　・一日最大給水量の予測：異常値を除く負荷率の実績における最小値を用いて算出した。

　水需要の動向は、家事用の水量が支配的であるため、人口の減少に合わせて減少していく見込みとなる。

　・給水収益の予測：平成２７年度から平成２９年度の有収水量１㎥当りの給水収益の平均値を水需要予測の有収水量に乗じて算出した。

　　給水収益は、有収水量の推移に合わせて減少していく見込みとなる。

　・行政区域内人口の予測：すさみ町人口ビジョンの推計値より算出した。
　・給水区域内人口の予測：給水区域外人口を推計５式により算出し、行政区域内人口と給水区域外人口の差分より算出した。
　・給水人口の予測　　　　 ：すでに普及率は１００％であり、将来においても普及率は減少しないとして算出した。

　　給水人口は、行政区域内人口の減少に合わせて減少していき、平成２９年度の４，１２４人から１０年度の平成４０年度には３，２００人へと約２割減少する見込みとなる。

料金収入の見通し

水需要の予測

給水人口の予測
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（４）

（５）

３．経営の基本方針

　水の安定的な供給を公営企業として取り組み、水道利用者の快適な住環境が提供できるよう事業経営を行う。

　現状の組織体制から当面の間、変更の予定は無い。

　すさみ町水道課
　　水道課長：１名
　　工務係職員：１名
　　業務係職員：１名　計３名

施設の見通し

組織の見通し

　水道事業の資産を「構造物および設備」「管路施設」の２項目に分け、「健全資産」「経年化資産」「老朽化資産」の３区分の割合で整理した。
　　・健全資産　：　法定耐用年数なの資産
　　・経年化資産：法定耐用年数を超え、法定耐用年数の１．５倍以内の資産
　　・老朽化資産：法定耐用年数の１．５倍を超える資産

　水道事業の資産の健全度は、「管路施設」は概ね健全であるものの、「構造物および設備」は老朽化が進んでいる。
　平成３０年度は、「構造物および設備」の健全資産は４５．６％であるが、今後の更新を行わなかった場合、１０年後の平成４０年度には健全資産が１５％低下し、３０．６％になる。「老
朽化資産」が約５０％あるのは、設備の法定耐用年数が、構造物より短いことが原因と考えられる。
　「管路施設」は、健全資産が平成３０年度では、５２．３％であるが、平成４０年度では、約２０％低下し、３２．５％となる。老朽化資産は、ほぼ無いが老朽化資産となる経年化資産の
割合が高いことから、適正な更新を行い、健全度を保つことが求められる。
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４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

　　・人件費　：　組織体制の変更等を予定していないため、現在の職員数および給与体系を据え置いて、実績ベースでの推移としている。
　　・動力費　：　配水量の減少によりポンプの稼働時間等も変動するため、年間平均配水量の予測を基に動力費も減少させている。
　　　　　　　　　　施設の統廃合や設備のスペックダウンによる動力費の削減効果については、考慮していない。
　　・薬品費　：　動力費と同様の考え方としている。
　　・修繕費　：　実績ベースでの推移としている。
　　・委託費　：　業務の効率化として更なる業務委託の可能性を考えているが、現状での予定はないため平成２９年度の実績見込みベースでの推移としている。

目 標
　財政的な面も考慮しながら、優先順位により老朽管改良事業を行い、有収率の向上を図る。

目 標
　補助金・交付金及び交付税の制度を活用し安定した運営を図る。

②　収支計画のうち財源についての説明

　施設の改築・更新や耐震補強、管路の布設替えなどの長期間の更新需要を把握し、施設の健全度や重要度などを考慮しながら投資額の平準化を行う。また、長期的な水需要予測な
どに基づく需給ギャップを検証した上で、口径のスペックダウンなどを検討し、経済性の優れた管を採用し、合理化を図る。
　耐震化による対応は、基幹管路や重要給水拠点施設管路などを考慮し、耐震化を進めていくが、健全度などを考慮しながら適切な管種を選定する。
　施設の統廃合は、投資と維持管理費など費用対効果を考慮し実施していく。

　現行の水道料金を出来るだけ維持し、補助金の有効活用や交付税措置される一般会計繰入金で運営できるよう財政シュミレーションを行い、極力、基準外繰入金に依存しない。
　今後、財政シュミレーションにより、現行の水道料金が維持できるよう経費削減を行い、効率的な経営を行うことで現行の水道料金を出来るだけ据え置くが、長期的な視点でその時代
にあった適切な水道料金体系の在り方を検討する必要がある。

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資について検討状況等

②　財源について検討状況等

③　投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

　毎年度の進捗管理を行い、施策の進捗状況や設定した目標の達成度などの検証・評価と社会情勢の変化に対応した本改訂に向
けて途中経過を見直す予定である。

施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等 の
投 資 の 平 準 化

　日常の維持管理に努め、アセットマネジメントの実践の中で適正な更新基準を設定し、施設更新を行っていく。

広 域 化

　現在、和歌山県では、和歌山県水道ビジョンの策定中であり、水道事業懇談会にて広域連携の検討を進めている。
　この検討会で施設の共同設置、維持管理業務の共同実施や共同委託、システムの共同化等について幅広く検討し、業務の効率
化や経費の削減効果に期待できれば、今後の詳細な検討を行う予定である。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

資産の有効活用等（*2）による
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組

　検討中である。

　事業費が多くなる建設改良に関して50％の企業債を充当し、内部留保資金を確保する。

　繰入金は、基準内での繰入を行いながら適正な運用を図っていく。

　現在、PFIの導入予定は無いが、今後の財政状況、業務の効率化を踏まえて、委託範囲拡大の検討を行っていく。
民 間 の 資 金 ・ ノ ウ ハ ウ 等 の 活 用
（ PFI ・ DBO の 導 入 等 ）

繰 入 金

　今後の水需要の低下に合わせた統廃合による最適な施設配置・運用の可能性について費用対効果を含めて検討中である。
　施設の更新時期に合わせて詳細な検討を進めていく予定である。

　今後の水需要の低下に合わせた最適な施設規模・能力について費用対効果を含めて検討中である。
　施設の更新時期に合わせて詳細な検討を進めていく予定である。

そ の 他 の 取 組

 現行の料金設定を維持する。

　施設点検や浄水場の運転管理、水質検査、水道メーターの検針を外部委託しているが、さらなる業務効率化へ向けた業務委託
の可能性や業務委託の共同化によるコストダウンについて今後検討していく。

　今後の維持管理の記録の集積からミクロマネジメントを実施し、修繕費の見通しについても検討していく。

　今後の水需要の低下に合わせて設備のスペックダウンを実施し、技術の進歩による高効率機器の導入を積極的に行い、動力費
の削減に務める。

　職員給与費は、組織体制の変更も予定していないため、現行の水準から変更の予定は無い。

　検討中である。

動 力 費

職 員 給 与 費

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

　検討中である。

そ の 他 の 取 組

　今後の高まる更新需要に対する財源の確保として、補助金および交付金を積極的に活用していく。

企 業 債

*2　遊休資産の売却や貸付、債券運用の導入、小水力発電や太陽光発電など

委 託 料

修 繕 費

※　投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　　 また、（１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間内の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向け
　 た取組の方向性、検討体制・スケジュール等について記載する必要があること。



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成29年度全国平均

※　平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、管路経年化率及び管路更新率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

経営比較分析表（平成29年度決算）
和歌山県　すさみ町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2)

174.45 23.73 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km2) 給水人口密度(人/km2)

法適用 水道事業 末端給水事業 A9 非設置 4,140

－

- 96.56 63.68 2,862 2,626 25.00 105.04 【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

経常収支比率が常に100％を上回り平均値と比較し
ても、やや上回り推移しています。また、累積欠
損金比率は0％であり、全体的に健全な経営状態で
あるといえます。短期的な債務の支払い能力を示
す流動比率が平成26年度に激減しているのは、地
方公営企業会計制度の改正に伴うものです。企業
債残高対給水収益比率は減少しており、基幹施設
の更新を先送りした結果、企業債残高が少額と
なっている。給水原価が全国平均と比較して低い
水準ではありますが、料金回収比率は過去5年間い
ずれも100％を上回り、給水に係る費用を水道料金
で回収できている状況となっています。施設利用
率は、全国平均より低くなっており有収率が平均
値と同等に推移しておりますが、給水人口の減少
により施設規模が若干過大となっております。

「経常損益」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

2. 老朽化の状況について

有形固定資産減価償却率と管路経年化率は、平均
値と比較して高く、かつ上昇傾向となっていま
す。近年の管路更新率は、非常に低くなっており
老朽管の延長が増えています。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「供給した配水量の効率性」

2. 老朽化の状況

全体総括

財政的な面も考慮しながら、優先順位により老朽
管の更新事業を行い、有収率の向上を図る。施設
の改築・更新や耐震補強、管路の布設替えなどの
長期間の更新需要を把握し、施設の健全度や重要
度などを考慮しながら投資額の平準化を行う。ま
た、長期的な水需要予測などに基づく需給ギャッ
プを検証した上で、経済的に優れた管を採用し合
理化を図り耐震化を進めていくが、費用対効果も
考慮し実施していく必要がある。

「施設全体の減価償却の状況」 「管路の経年化の状況」 「管路の更新投資の実施状況」

①経常収支比率(％) ②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) 有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 0.79 0.29 0.29 0.71 0

平均値 0.23 0.34 0.29 0.41 0.4

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 112 122.41 106.08 119.95 120.53

平均値 109.5 106.28 108.35 114.74 104.85

95.00

100.00

105.00

110.00

115.00

120.00

125.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 53.42 56.68 58.58 60.66 61.13

平均値 39.05 50.44 51.44 52.4 51.89

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 32.03 35.36 33.15 38.35 41.05

平均値 8.18 9.64 11.68 14.01 14.74

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

40.00

45.00

①経常収支比率(％)

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 0 0 0 0 0

平均値 44.3 32.31 26.85 27.19 27.52

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

40.00

45.00

50.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 7727.49 2071.55 2567.39 2482.78 3143.66

平均値 2098.87 571.3 527.82 477.44 445.85

0.00

1,000.00

2,000.00

3,000.00

4,000.00

5,000.00

6,000.00

7,000.00

8,000.00

9,000.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 42.23 38.92 37.81 33.33 28.89

平均値 536.9 495.43 488.5 485.75 516.34

0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 111.72 126.74 106.77 124.21 124.68

平均値 80.01 81.9 82.42 83.59 83.27

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 136.47 121.34 142.3 122.28 123.08

平均値 232.46 227.97 226.99 230.22 228.81

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 39.26 39.24 38.79 35.46 36.15

平均値 41.24 40.7 39.91 41.09 38.98

32.00

33.00

34.00

35.00

36.00

37.00

38.00

39.00

40.00

41.00

42.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 80.74 78.67 73.63 79.81 75.46

平均値 74.9 74.61 75.62 75.91 75.01

70.00

72.00

74.00

76.00

78.00

80.00

82.00

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【113.39】 【0.85】 【264.34】 【274.27】

【89.93】【60.41】【165.71】【104.36】

【48.12】 【15.89】 【0.69】



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． (A) 59,652 58,087 57,158 55,047 53,580 52,488 51,319 50,373 49,396 48,204 47,258 46,201
(1) 59,611 58,062 57,136 55,025 53,558 52,466 51,297 50,351 49,374 48,182 47,236 46,179
(2) (B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(3) 41 25 22 22 22 22 22 22 22 22 22 22

２． 11,049 11,446 10,976 10,866 10,809 10,649 10,508 10,424 10,246 9,959 8,741 3,955
(1) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2) 10,948 11,119 10,874 10,764 10,707 10,547 10,406 10,322 10,144 9,857 8,639 3,853
(3) 102 327 102 102 102 102 102 102 102 102 102 102

(C) 70,701 69,532 68,134 65,913 64,389 63,137 61,827 60,797 59,642 58,163 55,999 50,156
１． 57,853 56,572 61,735 56,158 57,474 57,115 56,314 55,804 55,624 55,399 54,394 48,775
(1) 18,137 18,327 18,327 18,327 18,327 18,327 18,327 18,327 18,327 18,327 18,327 18,327

18,137 18,327 18,327 18,327 18,327 18,327 18,327 18,327 18,327 18,327 18,327 18,327
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2) 19,481 17,719 23,583 18,894 18,601 18,416 18,180 17,990 17,784 17,612 17,417 17,241
6,659 6,570 6,455 6,163 5,876 5,696 5,465 5,279 5,078 4,910 4,719 4,547
3,353 2,912 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000

152 152 148 141 135 130 125 121 116 112 108 104
9,317 8,085 12,980 8,590 8,590 8,590 8,590 8,590 8,590 8,590 8,590 8,590

(3) 20,235 20,527 19,825 18,937 20,546 20,372 19,807 19,487 19,513 19,460 18,650 13,207
２． 1,088 943 963 687 636 604 574 551 521 501 491 485
(1) 1,056 911 758 597 546 514 484 461 431 411 401 395
(2) 32 33 205 90 90 90 90 90 90 90 90 90

(D) 58,940 57,515 62,698 56,845 58,110 57,719 56,888 56,355 56,145 55,900 54,885 49,260
(E) 11,761 12,017 5,436 9,068 6,279 5,418 4,939 4,442 3,497 2,263 1,114 896
(F) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(G) 0 16 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(H) 0 △ 16 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

11,761 12,000 5,436 9,068 6,279 5,418 4,939 4,442 3,497 2,263 1,114 896
(I) 482,265 896,020 907,848 915,873 924,941 931,225 937,112 942,538 947,498 951,518 954,307 955,950
(J) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(K) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

( I )
(A)-(B)

(L) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(M) 59,652 58,087 57,158 55,047 53,580 52,488 51,319 50,373 49,396 48,204 47,258 46,201

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(N) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(O) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(P) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

00 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

H31 H36 H37 H38 H39H32 H33 H34 H35

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

本年度

営 業 収 益



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． 0 0 0 22,500 15,000 20,000 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３． 5,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

６． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

７． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

８． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

９． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(A) 5,000 0 0 22,500 15,000 20,000 0 0 0 0 0 0

(B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(C) 5,000 0 0 22,500 15,000 20,000 0 0 0 0 0 0

１． 8,747 25,857 11,810 56,000 66,000 56,000 10,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 2,949 3,095 3,248 3,408 3,577 3,591 1,427 1,544 2,004 2,370 2,388 2,432

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(D) 11,697 28,952 15,058 59,408 69,577 59,591 11,427 12,544 13,004 13,370 13,388 13,432

(E) 6,697 28,952 15,058 36,908 54,577 39,591 11,427 12,544 13,004 13,370 13,388 13,432

１． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(F) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

6,697 28,952 15,058 36,908 54,577 39,591 11,427 12,544 13,004 13,370 13,388 13,432

(G) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(H) 1,417,437 1,414,342 1,411,094 1,431,286 1,456,309 1,476,318 1,480,991 1,480,547 1,479,643 1,478,373 1,477,085 1,475,753

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

H39

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

H32 H33 H34 H35 H36 H37H31本年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

H38

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

計

そ の 他

H36 H37 H38

他 会 計 負 担 金

H39

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

本年度 H31 H32 H33 H34 H35


